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１．18年 3月期の連結業績（平成17年 4月 1日 ～ 平成18年 3月31日）
(1)連結経営成績 　（注）記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示している｡

18年 3月期
17年 3月期

  

18年 3月期
17年 3月期
(注)①持分法投資損益 18年 3月期       △3,550百万円 17年 3月期          125百万円
    ②期中平均株式数（連結）　　　 　18年 3月期     　499,096,540株 17年 3月期      499,373,902株
    ③会計処理の方法の変更 有
    ④売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は，対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％
18年 3月期
17年 3月期
(注)期末発行済株式数（連結） 18年 3月期       499,019,739株 17年 3月期       499,159,201株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円
18年 3月期
17年 3月期

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数 48 社     持分法適用非連結子会社数  - 社     持分法適用関連会社数 3 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結  （新規）  - 社  （除外） 1 社        持分法  （新規） - 社  （除外） - 社

２．19年 3月期の連結業績予想（平成18年 4月 1日 ～ 平成19年 3月31日）
　

億円 億円 億円
中 間 期
通    期

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     　　    110円22銭
 ※上記の予想の前提条件その他の関連する事項については， ７ページを参照してください。

経  常  利  益
％ ％ ％

売    上    高 営  業  利  益

1,660,045 △ 39.1
百万円 百万円

51,042
百万円

△ 51.1
3.1 △ 8.4 △ 5.5
3.0 99,848

163,950 104,345

％

当 期 純 利 益
１株当たり 潜在株式調整後１株 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
当期純利益 当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

6.5
△ 4.9 107.90 －
11.5 113.36 －

5.7 3.1

 円 銭
総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

1,929.02
4,122,476 929,771 22.6 1,861.97
4,113,910 962,939 23.4

キャッシュ・フロー 期  末  残  高
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー

106,075
226,869 △ 229,754 9,430 112,622
374,381 △ 188,863 △ 197,679

当 期 純 利 益

－ １ －

8,100 390 220
16,550 950 550

売    上    高 経  常  利  益

百万円
54,171
56,960

1,611,461

％

6.3

％ ％

2.5

 円 銭  円 銭
1.2



Ⅰ．企業集団の状況

　当社企業グループは，当社，子会社48社及び関連会社11社の計60社で構成されている。
　当社は企業グループの中心として一般電気事業を営んでおり，東北６県並びに新潟県に電気を供給することを
主たる事業としている。

  当社及び関係会社を事業系統図に示すと，以下のとおりである。

【    子      会      社    】 【関連会社】

電 気 事 業 東 星 興 業 ㈱ 酒田共同火力発電㈱ 常 磐 共 同 火 力 ㈱

[東北電力㈱] 東北自然ｴﾈﾙｷﾞｰ開発㈱ 東 北 水 力 地 熱 ㈱ 荒 川 水 力 電 気 ㈱

相馬共同火力発電㈱

※㈱ ユ ア テ ッ ク 東 北 発 電 工 業 ㈱ 北 藤 電 設 ㈱

東北緑化環境保全㈱ ㈱東北開発ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ

㈱東日本テクノサーベイ ㈱ ト ー ク ス

㈱ ユ ー ト ス ㈱ テ ク ス 青 森

㈱ テ ク ス 岩 手 ㈱ テ ク ス 秋 田

㈱ テ ク ス 宮 城 ㈱ テ ク ス 山 形

㈱ テ ク ス 福 島 ㈱ テ ク ス 新 潟

宮 城 電 設 ㈱ ㈱ 庄 内 テ ク ノ 電 設

北 日 本 電 線 ㈱ 会 津 碍 子 ㈱ 能 代 吉 野 石 膏 ㈱

東 北 ポ ー ル ㈱ 通 研 電 気 工 業 ㈱ 北日本電線サービス㈱

東 北 電 機 製 造 ㈱ 東 北 計 器 工 業 ㈱ 東北エコ・テクノ㈱

グリーンリサイクル㈱ ㈱ ア グ リ パ ワ ー

㈱ ｱ ｸ ｱ ｸ ﾗ ﾗ 東 北

東北ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ 東北ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ通信㈱ 銀河ネットワーク㈱

㈱ ﾄ ｰ ｸ ﾈ ｯ ﾄ ・ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ

日本海ｴ ﾙ ･ ｴ ﾇ ･ ｼ ﾞ ｰ㈱ 東 北 天 然 ガ ス ㈱

東 日 本 興 業 ㈱ 東 北 用 地 ㈱

東 北 シ テ ィ 開 発 ㈱

東北ポートサービス㈱ ㈱ エ ル ク * ㈱ 東 北 電 広 社

㈱ エ ル タ ス 東 北 東北エアサービス㈱ 東北 ポー ル運 送㈱

㈱ ｵ ﾌ ｨ ｽ ﾗ ｲ ﾌ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ㈱ ニ ュ ー リ ー ス ﾐﾙﾒﾗﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ｶﾝﾊﾟﾆｰⅥ

※：上場会社 東北ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ㈱ ＴＤＧﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ㈱

: 連結子会社 ㈱ ジ ェ プ ロ ﾄｰﾎｸ･ﾊﾟﾜｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ

: 持分法適用会社 酒共ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ㈱

*：㈱エルクは，平成17年７月１日付で㈱電力ライフ・クリエイトより商号変更した。

（注）前連結会計年度において連結子会社であった㈱コアネット東北は，当社を存続会社として平成17年４月１日に合併した。

電 気 事 業
・発電を行い当社等へ供給

そ の 他 の 事 業

建 設 業
・当社等の設備の拡充や
保全のための工事施工等

(  製    造  )
・当社等への資機材の供給

(情報処理・電気通信)
・当社設備及び技術を利用
した通信事業等

(  ガ　　ス  )
・当社等への発電用ＬＮＧ
等の供給

( 不  動  産 )
・当社等への不動産賃貸借

( そ  の  他 )
・その他の周辺関連業務
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Ⅱ．経営方針 

１． 経営の基本方針と主要施策 

当社は，企業グループとともに，電気を中心に優れたエネルギーサービスの提供に努め，

ビジョン 2010 で掲げた「お客さまから選択される複合エネルギーサービス企業」を目指し

ております。 

 

電気事業においては，昨年４月からの高圧までの自由化や，日本卸電力取引所における

取引開始，電力系統利用協議会の本格運用開始などにより，広域的な競争を促す環境が整

備され，競争は着実に進展しており，今後は，これまで以上に価格・サービス競争が激し

くなるものと予想されます。 

 

   こうした中，平成 18 年度は，安定供給と安全確保を前提に，平成 16 年度より主要施策 

として掲げている「収益拡大への取組み」「企業信頼度向上への取組み」「収益拡大と企 

業信頼度向上に資する企業グループの事業推進体制強化」の３施策に，企業グループの総 

力を結集し取組むことにより，一層の企業価値向上を図るとともに，地域の発展に貢献し 

てまいりたいと考えております。 

 

 

 

【主要施策】 

  ○収益拡大への取組み 

    ①全社マーケティング活動の実践 

＜注力する取組み＞ 

・自由化分野におけるお客さまとの関係強化 

・電化システム普及拡大による家庭用を中心とした需要創出 

    ②価格競争力の強化 

＜注力する取組み＞ 

・定量目標達成に向けたコスト競争力の強化 

・最適な電源設備形成に向けた長期戦略の構築 

  ○企業信頼度向上への取組み 

＜注力する取組み＞ 

・継続とステップアップによるＣＳＲに関する取組みの推進 

  ○収益拡大と企業信頼度向上に資する企業グループの事業推進体制強化 

＜注力する取組み＞ 

・当社と企業グループ各社の連携による機能別事業運営の推進 
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【定量目標】 

○財務目標 

 総資産営業利益率（ＲＯＡ） 

〈５ヵ年平均〉平成 16～20 年度 

有利子負債残高 

平成 20 年度末までに 

株主資本比率 

平成 20 年度末までに 

連結 ４％以上 １兆 9,000 億円以下 25％以上 

単独 ４％以上 １兆 8,000 億円以下 25％以上 

 

○効率化目標 

設備工事費＜３ヵ年平均＞ 

（平成 18～20 年度） 

従業員数 

平成 20 年度末までに 

2,000 億円以下 12,000 名以下 

 

○販売拡大目標 

販売電力量 平成 20 年度までに 10 億キロワット時程度創出 

オール電化住宅導入 ５万戸程度拡大（平成 18～20 年度） 

ＩＨクッキングヒーター導入 10 万台程度拡大（平成 18～20 年度） 

業務用電化厨房導入 ８万キロワット程度拡大（平成 18～20 年度） 

蓄熱等空調システム導入 ３万キロワット程度拡大（平成 18～20 年度） 

 

２．利益配分に関する方針 

当社は，利益配分につきましては，当年度の業績を踏まえて，株主さまへの利益還元や

財務体質の強化，さらに将来の業績向上に向けた事業展開などに活用していくことを基本

的な方針としております。 

また，配当につきましては，安定配当の確保を基本に，中長期的な収支見通しや財務目

標の達成状況などを総合的に勘案し決定することとしております。 

当年度は，原油価格の高騰や女川原子力発電所の停止影響などにより，経常利益が大幅

に減少しましたが，来期以降はさらなる効率化や営業開発活動の成果などにより，収益性

の向上が見込まれる状況にあります。 

こうしたことから，当年度の配当につきましては，現時点における最大限の株主還元と

して，期末配当金を１株につき５円増額の 30 円とし，中間配当金とあわせて１株につき

55 円とさせていただきたいと考えております。 

また，当年度の東通原子力発電所第１号機に続き，次年度は東新潟火力発電所第４－２

号系列が営業運転開始の予定であるため，減価償却費の負担が一時的に高水準となること

が見込まれます。このため，今後の経営基盤の強化に資することを目的とした任意積立金

「東新潟火力発電所４－２号系列減価償却積立金」を積立てたいと存じます。 

 

３．親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 
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Ⅲ．経営成績及び財政状態 

 １．経営成績 

 （１）当期の経営概況 

収支の状況につきましては，収益面では，電気事業において，昨年１月に実施した電

気料金引下げの影響があったものの，販売電力量の増加や，地帯間販売電力料の増加な

どから，売上高（営業収益）は，前年度に比べ 485 億円（3.0％）増の１兆 6,600 億円，

経常収益は，前年度に比べ 505 億円（3.1％）増の１兆 6,734 億円となりました。 

一方，費用面では，電気事業において原油価格の高騰や，昨年８月の「８・16 宮城地

震」に伴う女川原子力発電所の停止影響などにより，燃料費や購入電力料が増加したこ

となどから，経常費用は前年度に比べ 1,038 億円（6.8％）増の１兆 6,223 億円となりま

した。 

以上の結果，経常利益は前年度に比べ 533 億円（51.1％）減の 510 億円となりました。 

また，退職金・退職年金制度の見直しによる退職給付債務の減少に伴い 477 億円を特

別利益に，PHS 事業の撤退に伴い 29 億円を特別損失に計上した結果，当期純利益は前年

度に比べ 27 億円（4.9％）減の 541 億円となりました。 

 

当社の利益処分につきましては，中間配当金とあわせて１株につき 55 円の配当を行う

とともに，今後の経営基盤の強化に資することを目的とした任意積立金「東新潟火力発電

所４－２号系列減価償却積立金」の計上を行う予定であります。 

 

なお，売上高（営業収益）の大部分を占める当社の販売電力量は，前年度に比べ 3.0％

増の 797 億キロワット時となりました。このうち電灯は，夏場の高気温や冬場の低気温

により冷暖房需要が増加したことなどから，前年度に比べ 3.1％増の 244 億キロワット

時となりました。 

また，電力は，大口電力において「機械」や「非鉄」の生産が安定して推移したこと

などから，前年度に比べ 3.0％増の 553 億キロワット時となりました。 

 

これに対応する供給については，昨年８月の「８・16 宮城地震」に伴う女川原子力発

電所の停止影響などがありましたが，火力発電所の稼動増や発電設備の総合的な運用な

どにより安定した供給を行うことができました。 
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<電気事業における生産・販売の状況> 

□生産の状況 

  発受電電力量 

                           (百万 kWh，％) 

 平成 17 年度 平成 16 年度 前年度比 

水 力 9,428 9,365 100.7 

火 力 53,405 51,702 103.3 

原 子 力 12,765 14,056 90.8 

自  社  計 75,598 75,123 100.6 

他 社 受 電 24,270 22,970 105.7 

融 通 ( 差 引 )  △  12,050 △  12,665 95.1 

揚 水 用 △    109 △    175 62.6 

合    計 87,709 85,253 102.9 

※他社受電には，連結子会社の酒田共同火力発電㈱4,279 百万 kWh，東星興業㈱310 百万 kWh，

東北水力地熱㈱335 百万 kWh,東北自然エネルギー開発㈱35 百万 kWh が含まれております。 

 

□販売の状況 

  販売電力量 

                                                 (百万 kWh，％) 

 平成 17 年度 平成 16 年度 前年度比 

電 灯 24,355 23,612 103.1 

電 力 55,309 53,717 103.0 

合     計 79,664 77,329 103.0 

   ※特定規模需要を含む。 

 

電気料金収入 

(百万円，％) 

 平成 17 年度 平成 16 年度 前年度比 

電 灯 516,801 510,253 101.3 

電 力 750,482 732,917 102.4 

合     計 1,267,283 1,243,171 101.9 

※特定規模需要を含む。 
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 （２）次期の業績見通し 

連 結 業 績 予 想  
 

   売上高 経常利益 当期純利益 
  
中 間 期 

  
8,100 

億円  
390 

億円  
220 

億円 

  
通 期 

  
16,550 

億円  
950 

億円  
550 

億円 

   

単 独 業 績 予 想  
 

   売上高 経常利益 当期純利益 
  
中 間 期 

  
7,400 

億円  
350 

億円  
200 

億円 

  
通 期 

  
14,900 

億円  
800 

億円  
500 

億円 

 

   売上高は，当社において，上半期における燃料費調整制度の適用による増収要因がある

ものの，平成 18 年７月に実施予定の電気料金引下げの影響などから，中間期では，8,100

億円程度（前年同期比 1.8％増），通期では，１兆 6,550 億円程度（前年度比 0.3％減）と

なる見通しであります。 

   一方，費用については，女川原子力発電所の発電再開に伴う火力燃料費の減少などによ

り，前年度に比べ大幅に減少するものと見込まれます。 

   この結果，経常利益は，中間期で 390 億円程度（前年同期比 1.3％増），通期では，950

億円程度（前年度比 86.1％増）となる見通しであります。 

 

２．財政状態 

（１）キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 販売電力量や，地帯間販売電力料の増加などから，売上高は増加したものの，原油価格

の高騰や，女川原子力発電所の停止影響などにより燃料費や購入電力料が増加したことに

加え，使用済燃料再処理等積立金を拠出したことなどから，前年度に比べ 1,475 億円

（39.4％）減の 2,268 億円の収入となりました。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 固定資産の取得による支出が増加したことなどから，前年度に比べ 408 億円（21.7％）

増の 2,297 億円の支出となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 設備投資や社債の償還に充てるため，社債の発行による収入が増加したことなどから，

前年度 1,976 億円の支出に対し，94 億円の収入となりました。 
 

この結果，現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は，前連結会計年度末に比べ 65 

億円増の 1,126 億円となりました。 
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（２）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

株主資本比率（％） 18.9 20.0 21.3 22.6 23.4 

時価ベースの 

株主資本比率（％） 
19.7 20.5 22.2 24.1 30.9 

債務償還年数（年） 6.4  6.7  6.8  5.8 9.7 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
 4.7  4.5  5.0  7.4 5.3 

 

（注）１．株主資本比率           ：株主資本／総資産 

２．時価ベースの株主資本比率     ：株式時価総額／総資産 

３．債務償還年数           ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

※ 各指標は，いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は，期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出し 

ております。 

※ 営業キャッシュ・フローは，連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ 

シュ・フローを使用しております。有利子負債は，連結貸借対照表に計上されている負 

債のうち社債，長期借入金（いずれも 1 年以内に期限到来のものを含みます。），短期 

借入金及びコマーシャル・ペーパーを対象としております。また，利払いについては， 

連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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３．事業等のリスク 

当社企業グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があるリスクには，主に以

下のようなものがあります。企業グループでは，これらのリスク発生の可能性を認識した

うえで，リスク発生の低減に努めるとともに，発生した場合は，的確な対応に努めてまい

ります。 

    なお，以下に記載の将来に関する事項は，決算発表日現在において，当社が判断したも

のであります。 

   

（１）競争環境の変化による影響 

①電気事業制度改革について 

  電気事業については，昨年４月からの高圧までの自由化や，日本卸電力取引所における

取引開始，電力系統利用協議会の本格運用開始などにより，広域的な競争を促す環境が整

備され，競争は着実に進展しており，今後は，これまで以上に価格・サービス競争が激し

くなるものと予想されます。 

また，原子力のバックエンド事業については，昨年，「原子力発電における使用済燃料

の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律（平成 17 年法律第 48 号）」が

施行され，再処理施設の廃止措置費用など従来未確定であった部分のバックエンド費用に

ついても電気料金による回収が可能となるなど必要な措置が講じられ，リスクの低減が図

られております。 

なお，六ヶ所再処理工場の処理能力を超えて発生する使用済燃料は中間貯蔵し，処理の

方策について，2010 年頃から検討を開始することが昨年閣議決定された「原子力政策大綱」

で示されております。  

このような制度改革やそれに伴う競争の進展など，企業グループを取巻く事業環境の変

化により，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

  

②電力自由化以外の競争について 

  自家発事業者，分散型電源事業者など市場参入者が増加し，これら事業者との価格競争・

サービス競争の進展により，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があ

ります。 

 

（２）経済状況及び天候状況による影響 

電気事業における販売電力量は，景気動向や気温の変動に伴い，増加あるいは減少しま

す。このため企業グループの業績及び財政状態は，経済状況や天候の状況により，影響を

受ける可能性があります。 

なお，年間の降雨降雪量により，豊水の場合は，燃料費の低減要因，渇水の場合は，燃

料費の増加要因となりますが，「渇水準備引当金制度」により一定の調整が図られるため，

業績への影響は限定的と考えられます。 
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（３）燃料価格の変動による影響 

電気事業における火力発電燃料である石炭，ＬＮＧ，重・原油などのＣＩＦ価格及び為

替レートの変動により，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性がありま

す。 

ただし，当社は，バランスのとれた電源構成を目指すことなどによって燃料価格変動リ

スクの分散に努めているほか，燃料価格及び外国為替相場の変動を電気料金に反映させる

「燃料費調整制度」が適用されているので，その影響は限定的と考えられます。 

 

（４）設備及び操業トラブルの発生による影響 

企業グループは，お客さまに高品質な電力を安定的に供給するため，設備の点検・修繕

を計画的に実施し，設備の信頼性向上に努めておりますが，自然災害や事故等の設備及び

操業トラブルの発生により，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があ

ります。 

 

（５）金利の変動による影響 

企業グループの有利子負債残高は，平成 17 年度末で 2 兆 2,047 億円であり，今後の市場

金利の動向及び格付の変更により，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能

性があります。 

ただし，有利子負債残高の多くは固定金利で調達した社債や長期借入金であることや，

財務体質強化のため有利子負債残高の削減に努めていることから，市場金利の変動による

影響は限定的と考えられます。 

 

（６）個人情報流出による影響 

企業グループは，大量の個人情報を保有しております。個人情報の適切な取扱いを図る

ため基準等を制定し，これを遵守するとともに，従業者に対する継続的な教育・指導によ

り個人情報の管理を徹底しておりますが，個人情報の流出により問題が発生した場合には，

企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

（７）電気事業以外の事業による影響 

企業グループは，エネルギー分野では，電気事業を中核に，省エネルギー対策を中心と

する付加価値提案型事業（ＥＳＣＯ事業）やガス事業との連携を強化しています。また，

情報通信事業などのエネルギー分野以外では，選択と集中を徹底しながら，収益性を重視

した自立性の高い事業展開を推進しています。これら事業の業績は，他事業者との競合の

進展など事業環境の変化により，影響を受けることがあり，電気事業以外の事業の業績に

より企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 



Ⅳ．連結財務諸表等

１．連結貸借対照表

3,777,539 3,820,078 △ 42,538  2,426,584 2,449,874 △ 23,290  

2,759,597 2,567,389 192,208 1,200,221 1,128,221 72,000  

190,658   195,243   △ 4,585   622,024   657,300   △ 35,276  

375,673   409,396   △ 33,723  217,502   259,551   △ 42,048  

562,894   280,675   282,219 105,973   -         105,973 

647,536   665,552   △ 18,016  -         101,291   △ 101,291 

268,425   281,064   △ 12,638  36,151    32,744    3,406   

585,885   586,017   △ 132     -         897       △ 897     

122,975   143,529   △ 20,554  3,007     -         3,007   

5,550     5,910     △ 360     241,703   269,867   △ 28,164  

276,777   279,279   △ 2,501   663,134   684,608   △ 21,474  

239,709   286,609   △ 46,900  

190,476   494,946   △ 304,469 55,922    46,039    9,883   

190,476   494,946   △ 304,469 112,929   98,915    14,013  

25,604    39,433    △ 13,828  

141,003   137,925   3,077   228,968   213,611   15,357  

39,809    41,433    △ 1,624   

101,194   96,492    4,702   

14,986    12,653    2,332   

409,683   340,537   69,145  14,986    12,653    2,332   

97,757    74,432    23,324  

61,466    -         61,466  

156,418   167,921   △ 11,502  

-         1,459     △ 1,459   負 債 合 計 3,104,704 3,147,136 △ 42,432  

95,098    97,957    △ 2,858   

△ 1,056     △ 1,233     176     

少 数 株 主 持 分 46,266    45,567    699     

336,235   302,288   33,946  

110,177   106,246   3,930   251,441   251,441   -       

124,126   114,711   9,414   26,655    26,655    -       

15,520    19,339    △ 3,818   678,359   649,329   29,030  

87,576    63,217    24,358  △ 1,043     △ 1,005     △ 37      

△ 1,165     △ 1,227     61      14,503    9,844     4,659   

80        79        1

135       109       26      △ 7,058     △ 6,572     △ 485     

135       109       26      資 本 合 計 962,939   929,771   33,167  

合 計 4,113,910 4,122,476 △ 8,565   合 計 4,113,910 4,122,476 △ 8,565   

平成18年３月31日現在

増 減

負 債 ， 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 の 部

前連結
会計年度末科 目 科 目当連結

会計年度末
前連結
会計年度末

資 産 の 部

（単位：百万円）

社 債

長 期 借 入 金

使用済燃料再処理等引当金

繰 延 税 金 負 債

業 務 設 備

１年以内に期限到来の固定負債

流 動 負 債

そ の 他 の 固 定 負 債

再評価に係る繰延税金負債

固 定 資 産

当連結
会計年度末

汽 力 発 電 設 備

その他の電気事業固定資産

固 定 負 債

増 減

原子力発電施設解体引当金

原 子 力 発 電 設 備

電 気 事 業 固 定 資 産

水 力 発 電 設 備

建設仮勘定及び除却仮勘定

固 定 資 産 仮 勘 定

核 燃 料

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

未 払 税 金

そ の 他 の 流 動 負 債

装 荷 核 燃 料

繰 延 税 金 資 産

再評価に係る繰延税金資産

長 期 投 資

投 資 そ の 他 の 資 産

加 工 中 等 核 燃 料

使用済燃料再処理等積立金

そ の 他 の 流 動 資 産

社 債 発 行 差 金

そ の 他 の 投 資 等

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

繰 延 資 産

流 動 資 産

自 己 株 式

短 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

特 別 法 上 の 引 当 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

渇 水 準 備 引 当 金

その他有価証券評価差額金

送 電 設 備

そ の 他 の 固 定 資 産

変 電 設 備

配 電 設 備

使用済核燃料再処理引当金

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

繰 延 税 金 資 産
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２．連結損益計算書
平

（単位：百万円）

収　　　益　　　の　　　部

科　　　　　目 科　　　　　目

1,560,197  1,447,511  112,685  1,660,045  1,611,461  48,583   

電 気 事 業 営 業 費 用 1,402,196  1,289,826  112,370 電 気 事 業 営 業 収 益 1,491,698  1,444,726  46,972   

その他の事業営業費用 158,000    157,684    315 その他の事業営業収益 168,347    166,735    1,611    

営 業 利 益 (  99,848) (  163,950) ( 64,101)

62,161     70,984     △ 8,822    13,355     11,380     1,975    

支 払 利 息 47,101     52,813     △ 5,712    受 取 配 当 金 593        611        △ 17

その他の営業外費用 15,060     18,171     △ 3,110    受 取 利 息 303        25         277      

固 定 資 産 売 却 益 519        330        188      

連結調整勘定償却額 -          1,862      △ 1,862    

その他の営業外収益 11,939     8,548      3,390    

1,622,359  1,518,496  103,862  1,673,401  1,622,842  50,559   

51,042     104,345    △ 53,303   

2,332      2,212      120      

渇 水 準 備 金 引 当 2,332      2,212      120      

2,970      14,449     △ 11,479   47,782     -          47,782   

関係会社事業廃止損失 2,970      -          2,970    過去勤務債務償却額 47,782     -          47,782   

財 産 偶 発 損 -          430        △ 430      

災 害 特 別 損 失 -          3,021      △ 3,021    

減 損 損 失 -          7,012      △ 7,012    

発電所建設中止損失 -          3,985      △ 3,985    

93,521     87,683     5,837    

23,053     42,899     △ 19,845   

13,514     △ 14,956     28,470   

2,781      2,780      1        

54,171     56,960     △ 2,788    

特 別 利 益

平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで

前連結会計年度 増 減当連結会計年度 前連結会計年度 増 減 当連結会計年度

費　　　用　　　の　　　部

当 期 純 利 益

渇水準備金引当又は
取 崩 し

税 金 等 調 整 前
当 期 純 利 益

特 別 損 失

法 人 税 ， 住 民 税
及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

営 業 収 益営 業 費 用

営 業 外 費 用

経 常 利 益

経 常 費 用 合 計 経 常 収 益 合 計

営 業 外 収 益

△
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３．連結剰余金計算書

（単位：百万円）

科            目 当連結会計年度 前連結会計年度

26,655                 26,655                 -           

26,655                 26,655                 -           

649,329                589,903                59,425      

54,334                 86,522                 △ 32,188      

当 期 純 利 益 54,171                 56,960                 △ 2,788       

連結子会社増加に伴う剰余金増加高 -                      29,562                 △ 29,562      

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 162                    -                      162         

25,303                 27,096                 △ 1,792       

配 当 金 24,954                 24,968                 △ 13          

役 員 賞 与 349                    339                    10          

連結子会社増加に伴う剰余金減少高 -                      1,730                  △ 1,730       

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 -                      58                     △ 58          

678,359                649,329                29,030      

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで

増 減

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）
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４．連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 93,521     87,683     5,837   
減価償却費 277,831    267,868    9,963   
減損損失 -          7,012      △ 7,012   
核燃料減損額 7,459      8,964      △ 1,504   
固定資産除却損 16,020     15,270     749     
発電所建設中止損失 -          3,985      △ 3,985   
退職給付引当金の増減額（減少：△） △ 42,048     7,875      △ 49,924  
使用済燃料再処理等引当金の増減額（減少：△） 4,682      -          4,682   
使用済核燃料再処理引当金の増減額（減少：△） -          8,468      △ 8,468   
原子力発電施設解体引当金の増減額（減少：△） 3,406      2,428      977     
渇水準備引当金の増減額（減少：△） 2,332      2,212      120     
受取利息及び受取配当金 △ 897        △ 637        △ 259     
支払利息 47,101     52,813     △ 5,712   
使用済燃料再処理等積立金の増減額（増加：△） △ 61,466     -          △ 61,466  
受取手形及び売掛金の増減額（増加：△） △ 48,140     △ 21,817     △ 26,322  
支払手形及び買掛金の増減額（減少：△） 14,043     11,226     2,816   
その他 △ 8,184      8,379      △ 16,564  

小　　計 305,663    461,734    △ 156,071 
利息及び配当金の受取額 895        639        256     
利息の支払額 △ 43,190     △ 50,380     7,189   
法人税等の支払額 △ 36,498     △ 37,612     1,113   

営業活動によるキャッシュ・フロー　 226,869    374,381    △ 147,511 

投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出 △ 239,794    △ 216,293    △ 23,501  
投融資による支出 △ 10,498     △ 1,931      △ 8,566   
投融資の回収による収入 9,695      10,471     △ 776     
その他 10,842     18,888     △ 8,045   

投資活動によるキャッシュ・フロー　 △ 229,754    △ 188,863    △ 40,890  

財務活動によるキャッシュ・フロー
社債の発行による収入 139,543    39,879     99,663  
社債の償還による支出 △ 99,000     △ 65,509     △ 33,491  
長期借入れによる収入 95,690     33,150     62,540  
長期借入金の返済による支出 △ 149,676    △ 152,665    2,989   
短期借入れによる収入 316,539    154,557    161,982 
短期借入金の返済による支出 △ 306,656    △ 174,793    △ 131,862 
コマーシャル・ペーパーの発行による収入 465,000    573,000    △ 108,000 
コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △ 426,000    △ 579,000    153,000 
配当金の支払額 △ 24,934     △ 24,951     17      
その他 △ 1,076      △ 1,346      270     

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,430      △ 197,679    207,109 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 0 0

現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 6,546      △ 12,161     18,707  

現金及び現金同等物の期首残高 106,075    95,079     10,996  

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 -          23,157     △ 23,157  

現金及び現金同等物の期末残高 112,622    106,075    6,546   

－　14　－

平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで

当連結会計年度 前連結会計年度科            目 増　　減



 － 15 － 

 ５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
（１）連結の範囲に関する事項 

連結子会社数･･･････４８社（連結子会社名は「Ⅰ．企業集団の状況」に記載している。） 
すべての子会社を連結の範囲に含めている。 
なお,前連結会計年度において連結子会社であった㈱コアネット東北は,当社を存続会社として平成17年４月１日に合併した。 
 

（２）持分法の適用に関する事項 
持分法適用会社数･････３社（持分法適用会社名は「Ⅰ．企業集団の状況」に記載している。）  
持分法を適用していない関連会社は,それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり,かつ全体として

もその影響に重要性が乏しい。 
 
（３）連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は,連結決算日と一致している。 
 
（４）会計処理基準に関する事項 
   ａ．重要な資産の評価基準及び評価方法 
   （ａ）有価証券 
     ⅰ．満期保有目的の債券 
       償却原価法によっている。 
     ⅱ．その他有価証券 
     （ⅰ）時価のあるもの 
        期末日の市場価格に基づく時価法によっている。 
        （評価差額は全部資本直入法により処理し,売却原価は移動平均法により算定している。） 
     （ⅱ）時価のないもの 
        移動平均法による原価法によっている。 
   （ｂ）たな卸資産 
      主として,総平均法による原価法によっている。 
     
   ｂ．重要な減価償却資産の減価償却の方法 
     有形固定資産は,主として定率法,無形固定資産は定額法によっている。 
     なお,無形固定資産のうち,平成 17 年度から減価償却を実施した地役権の耐用年数は,地役権を設定している主たる設備で

ある送電架空電線路に準じて新設分は36年,既設分はその平均残存年数としている。 
 
   ｃ．重要な引当金の計上基準 
   （ａ）貸倒引当金 
      売掛債権等の貸倒れに備えるため,一般債権については貸倒実績率により,貸倒懸念債権等特定の債権については,個別に

回収可能性を検討し回収不能見込額を計上している。 
（ｂ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため,当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 
（ｃ）使用済燃料再処理等引当金 

使用済燃料の再処理等の実施に要する費用に充てるため,実用発電用原子炉の運転に伴い,燃焼に応じて発生する使用済
燃料に対する再処理等の実施に要する費用の現価相当額（割引率1.9％）を計上する方法によっている。 
ただし,当連結会計年度に発生した使用済燃料（46トン）のうち,再処理等を行う具体的な計画を有しないもの（20トン） 
については,再処理等の実施に要する費用の合理的な見積りができないことから,引当てを行っていない。 
なお,平成16年度末までに発生した使用済燃料の再処理等の実施に要する費用の見積額のうち,当連結会計年度の引当金 
計上基準変更に伴い生じる差異（45,015百万円）は,電気事業会計規則附則（平成17年経済産業省令第92号）第２条の規 
定により,平成17年度から15年間にわたり毎期均等額を計上することとしている。 
また,電気事業会計規則取扱要領第79の規定による当連結会計年度末の見積差異（5,036百万円）については，同要領に 
基づき,翌連結会計年度から再処理の具体的計画を有する使用済燃料が発生する期間にわたり計上することとしている。 

（ｄ）原子力発電施設解体引当金 
原子力発電施設の解体の費用に充てるため,原子力発電施設解体費の総見積額を基準とする額を原子力の発電実績に応
じて計上している。 

   （ｅ）渇水準備引当金 
      渇水による損失の発生に備えるため,電気事業法第 36条に定めるところにより,渇水準備引当金に関する省令の基準に基

づき算定している。 
 

ｄ．重要なリース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については，通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
 
  ｅ．重要なヘッジ会計の方法 
（ａ）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。 
なお，為替予約について振当処理の要件を満たしているものは振当処理を,金利スワップについて特例処理の
要件を満たしているものは特例処理によっている。 

 
（ｂ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ⅰ．ヘッジ手段 為替予約 
    ヘッジ対象 外貨建支払予定額の一部 
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ⅱ．ヘッジ手段 金利スワップ 
  ヘッジ対象 社債 

（ｃ）ヘッジ方針 
通常業務から発生する債務を対象とし,為替変動及び金利変動によるリスクをヘッジすることを目的としている。 

（ｄ）ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象とヘッジ手段の間に高い有効性が認められるため,有効性評価を省略している。 

 
ｆ．その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は,税抜方式によっている。 

 
（５）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については,全面時価評価法によっている。 
 
（６）連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は,発生年度以降５年間で均等償却している。 
ただし,一部の連結調整勘定については,発生年度に一括償却している。 

 
（７）利益処分項目等の取扱いに関する事項  

連結剰余金計算書は,連結会社の連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成している。 
 

（８）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は,手許現金，随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり,かつ,価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなる。 

 
６．会計処理の変更 
（地役権の減価償却） 

    平成 15 年６月の電気事業法の改正により,平成 17 年度から託送供給に係る原価をより適正に算定するための会計制度
が適用されたことから,従来,非償却資産としていた地役権については,その取得原価を設備使用期間にわたり適正に配分
するために,当連結会計年度より減価償却を実施している。減価償却にあたっては,定額法を採用し,耐用年数については,
地役権を設定している主たる設備である送電架空電線路に準じて新設分は 36 年，既設分はその平均残存年数としている。 
この結果,従来の方法によった場合と比較して,電気事業固定資産は,5,354 百万円減少している。 
また,減価償却費は同額増加し,経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ同額減少している。 
 
（使用済燃料再処理等引当金の計上基準） 
使用済核燃料再処理引当金については,従来,使用済核燃料再処理引当金に関する省令（昭和58年通商産業省令第21号）

の規定に基づき,再処理費の期末要支払額の 60％を使用済核燃料再処理引当金として計上してきた。しかし,「バックエ
ンド事業に対する制度・措置の在り方について」（総合資源エネルギー調査会電気事業分科会中間報告 平成 16 年８月
30 日）により,再処理等を行う具体的な計画を有する使用済燃料について,再処理施設の廃止措置費用など,従来,未確定
であった部分のバックエンド費用も合理的な見積りが可能となったことから，使用済核燃料再処理引当金に関する省令を
廃止する省令（平成 17 年経済産業省令第 83 号）が施行されるとともに,電気事業会計規則（昭和 40 年通商産業省令第
57 号）が改正された。そのため,当連結会計年度から,改正後の電気事業会計規則により,実用発電用原子炉の運転に伴い,
燃焼に応じて発生する使用済燃料に対する再処理等の実施に要する費用の現価相当額を使用済燃料再処理等引当金に計
上する方法に変更している。 
この結果,従来の方法によった場合と比較して,引当額は,4,397 百万円増加している。 
また,使用済燃料再処理等費は同額増加し,経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ同額減少している。 

 
７．表示方法の変更 
（連結損益計算書） 
前連結会計年度において区分掲記していた「連結調整勘定償却額」は，金額的重要性が乏しくなったことから当連結会
計年度より「その他の営業外収益」に含めて表示している。 
なお,当連結会計年度の「その他の営業外収益」に含まれる「連結調整勘定償却額」は 10 百万円である。 

 
８．追加情報 
（使用済燃料再処理等積立金） 
 電気事業会計規則の改正により,当連結会計年度から「原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積
立て及び管理に関する法律（平成 17 年法律第 48 号）」に基づく積立金の額を｢使用済燃料再処理等積立金｣として資産の
部に計上している。 

 
９．注記事項 
（１）連結貸借対照表関係 

ａ．有形固定資産の減価償却累計額       4,849,815 百万円 
ｂ．保証債務                 120,135 百万円  
社債の債務履行引受契約に係る偶発債務   50,000 百万円 



（２）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

　　当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） （単位：百万円）

電気事業 建 設 業 その他の事業 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 1,491,698 106,967 61,379 1,660,045 -          1,660,045

（２）セグメント間の

　　　　　内部売上高又は振替高 2,299 126,045 125,191 253,536 △ 253,536 -          

1,493,998 233,013 186,571 1,913,582 △ 253,536 1,660,045

営 業 費 用 1,414,671 224,841 173,922 1,813,435 △ 253,237 1,560,197

営 業 利 益 79,327 8,171 12,649 100,147 △ 299 99,848

Ⅱ．資産，減価償却費及び資本的支出

資 産 3,753,930 237,789 384,619 4,376,339 △ 262,429 4,113,910

減価償却費（核燃料減損額を含む） 258,960 3,696 30,146 292,803 △ 7,512 285,291

資本的支出 189,105 3,782 20,338 213,226 △ 7,905 205,321

　　前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） （単位：百万円）

電気事業 建 設 業 その他の事業 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 1,444,726 108,191 58,543 1,611,461 -          1,611,461

（２）セグメント間の

　　　　　内部売上高又は振替高 2,128 124,637 121,065 247,831 △ 247,831 -          

1,446,855 232,829 179,609 1,859,293 △ 247,831 1,611,461

営 業 費 用 1,300,225 226,451 168,937 1,695,614 △ 248,102 1,447,511

営 業 利 益 146,630 6,377 10,671 163,679 270 163,950

Ⅱ．資産，減価償却費及び資本的支出

資 産 3,760,309 230,565 382,037 4,372,911 △ 250,434 4,122,476

減価償却費（核燃料減損額を含む） 250,302 4,060 30,120 284,483 △ 7,650 276,832

減 損 損 失 5,235 259 1,517 7,012 -          7,012

資本的支出 230,661 3,644 19,199 253,505 △ 7,711 245,794

　（注）１．事業区分の方法

　　　　　　事業活動における業務の種類を勘案して区分している。

　　　　２．各区分に属する主要な製品の名称等

事 業 区 分

電 気 事 業電力供給

建 設 業電気・通信・土木・建築工事，発変電設備の設計・製作・施工・運転・保守，環境保全に関する

調査・測量・測定分析

その他の事業液化天然ガスの受入・気化・供給，天然ガスの供給，電気通信事業，情報システム及び情報ネッ

トワークに関するコンサルティング・開発・運用，情報機器・ソフトウェアの販売・保守・賃貸，

不動産の賃貸・売買・管理，自家用発電設備・コージェネレーションシステム等による電気・熱

エネルギーの供給，蓄熱設備の運転・保守受託，金銭の貸付等の金融業務，熱供給事業，電力供

給設備等の資機材の製造・販売，電気器具等の販売
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ｂ．所在地別セグメント情報
　　当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）
　　　　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が，いずれも90％を
　　　超えているため，所在地別セグメント情報の記載を省略している。
　　前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）
　　　　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が，いずれも90％を
　　　超えているため，所在地別セグメント情報の記載を省略している。

ｃ．海外売上高
　　当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）
　　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため，記載を省略している。
　　前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）
　　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため，記載を省略している。

（３）リース取引
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

（４）関連当事者との取引
当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）

役員及び個人主要株主等 (単位：百万円)

関 係 内 容

役員の
兼任等

事業上
の関係

幕田　圭一
当社取締役会長
(財)東北産業活性化セ
ンター会長

（被所有）
直接 0.0%

「東北グリーン電力基
金」への寄付
(注)１(１)

100 ―         ―

日本生命保険相互会社
からの資金借入
(注)１(２)

       ― ―         ―

日本生命保険相互会社
への利息支払
(注)１(２)

       ― ―         ―

日本生命保険相互会社
への賃借料支払
(注)１(３)

       ― ―         ―

日本生命保険相互会社
からの資金借入
(注)１(２)

13,000 長期借入金 43,246 

日本生命保険相互会社
への利息支払
(注)１(２)

305 ―         ―

日本生命保険相互会社
への賃借料支払
(注)１(３)

312 ―         ―

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
  　　（１）(財)東北産業活性化センターが運営する「東北グリーン電力基金」の趣旨に賛同し，寄付を実施したものである。

　　　（２）資金借入については，市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。

　　　（３）賃借料は，近隣の取引実勢に基づいて決定している。

　　　２．上記取引は，役員が第三者のために当社との間で行った取引である。

 　 　３．取引金額及び期末残高には消費税等が含まれていない。

　　　４．伊藤助成氏は，平成17年４月21日に逝去されたため，取引金額については，平成17年４月１日から平成17年４月21日

　　　　までの取引について記載している。

　　　５．宇野郁夫氏は，平成17年６月29日開催の当社定時株主総会をもって監査役に就任しているため，取引金額については，

　　　　平成17年６月29日から平成18年３月31日までの取引について記載している。

伊藤　助成
当社監査役
日本生命保険相互会社
取締役相談役

（被所有）
直接 0.0%

役員
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科 　　目

当社監査役
日本生命保険相互会社
代表取締役会長

（被所有）
直接 0.0%宇野　郁夫

期末残高会社等
の名称属性 取引の内容 取引金額住　所 資本金 事業の内容

又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合
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（５）税効果会計

当連結会計年度（平成18年３月31日現在）

ａ．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

　繰延税金資産
退職給付引当金 79,444   
未実現利益消去額 35,831   
繰延資産償却損金算入限度超過額 18,773   
その他 53,231   

　繰延税金資産小計 187,281  
　評価性引当額 △ 5,255    
　繰延税金資産合計 182,026  

　繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △ 8,459    
その他 △ 1,628    

　繰延税金負債合計 △ 10,087   

　繰延税金資産の純額 171,938  

（注）繰延税金資産の純額は，連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。
　固定資産－繰延税金資産 156,418  
　流動資産－繰延税金資産 15,520   

ｂ．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの，
　当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）
　法定実効税率 35.98    
　（調整）

持分法による投資損失 1.37     
未実現利益消去税効果未認識額 0.83     
その他 0.92     

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.10    

－ 19 －
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（６）有価証券 

 

  当連結会計年度（平成 18 年３月 31 日現在） 

  ａ．その他有価証券で時価のあるもの 

                                                                         （単位：百万円） 
区          分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差    額 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)       
   株          式 15,859  39,037  23,178  
(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)       
   株          式 13  11  △ 2  

合               計 15,872  39,048  23,176  

 

b．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

                                                    （単位：百万円） 

 種     類 連結貸借対照表計上額 
 （１）満期保有目的の債券  
     非上場外国債券 
        地方債 
        その他 

5,000 
1,124 
10 

 

 （２）その他有価証券   
     非上場株式 34,069  

 

c．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

                                         （単位：百万円） 

 種     類 １年以内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超 

 （１）非上場外国債券 
（２）地方債 

- 
73 

 - 
391 

 - 
338 

 5,000 
321 

 

 （３）その他 10  -  -  -  
 合      計 84  391  338  5,321  

 

d．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

                                                       （単位：百万円） 

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

 9,386  7,642  0  
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前連結会計年度（平成 17 年３月 31 日現在） 

  ａ．その他有価証券で時価のあるもの 

                                                                         （単位：百万円） 
区          分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差    額 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)       
   株          式 7,345  23,097  15,751  
(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)       
   株          式 101  73  △ 27  

合               計 7,447  23,171  15,723  

 

b．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

 種     類 連結貸借対照表計上額 
 （１）満期保有目的の債券  
     非上場外国債券 
        地方債 
        その他 

2,000 
1,198 
10 

 

 （２）その他有価証券   
     非上場株式 34,191  

 

c．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 種     類 １年以内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超 

 （１）非上場外国債券 
（２）地方債 

- 
73 

 - 
395 

 - 
340 

 2,000 
388 

 

 （３）その他 0  10  -  -  
 合      計 74  405  340  2,388  

 
d．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（単位：百万円） 

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

 9,633  6,209  3  

 

 
（７）デリバティブ取引 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。  

 



（８）退職給付関係

ａ.採用している退職給付制度の概要
　　 当社及び一部の連結子会社は，確定給付型の制度として，確定給付企業年金制度，適格退職年金制度及び退職一時金
　 制度を設けている。

ｂ.退職給付債務に関する事項 （単位：百万円）

イ.退職給付債務 △ 471,897 △ 511,797
ロ.年金資産 296,858 247,647
ハ.未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 175,039 △ 264,150
ニ.未認識数理計算上の差異 △ 41,353 5,296
ホ.未認識過去勤務債務 △ 322 2
ヘ.連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △ 216,714 △ 258,851
ト.前払年金費用 788 700
チ.退職給付引当金（ヘ－ト） △ 217,502 △ 259,551

(注)一部の連結子会社は，退職給付債務の算定にあたり，簡便法を採用している。

ｃ.退職給付費用に関する事項 （単位：百万円）

イ.勤務費用 21,273 17,321
ロ.利息費用 10,005 10,042
ハ.期待運用収益 △ 329 △ 388
ニ.数理計算上の差異の費用処理額 7,237 15,205
ホ.過去勤務債務の費用処理額 △ 47,763 0
へ.確定拠出年金への掛金支払額 737 699
ト.退職給付費用 △ 8,840 42,881
　（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）

(注)１.簡便法を採用している一部の連結子会社の退職給付費用は「イ.勤務費用」に計上している。
　　２.当社の退職金・退職年金制度の見直しによる過去勤務債務の減少額 47,782百万円は特別利益へ計上している。

ｄ.退職給付債務等の計算基礎に関する事項

イ.退職給付見込額の期間配分方法 　期間定額基準 　期間定額基準
ロ.割引率 　2.0％ ～ 2.5％ 　2.0％ ～ 2.5％
ハ.期待運用収益率   0.0％ ～ 2.53％.   0.0％ ～ 2.5％.
ニ.過去勤務債務の処理年数 　１ ～ 15年 　１ ～ 15年
ホ.数理計算上の差異の処理年数 　１ ～ 15年 　１ ～ 15年

平成18年３月31日まで 平成17年３月31日まで

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
平成17年４月１日から 平成16年４月１日から
平成18年３月31日まで 平成17年３月31日まで

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
平成17年４月１日から 平成16年４月１日から

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
（平成18年３月31日現在） （平成17年３月31日現在）

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )
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